
 

 

 

平成 30年 6月 27日 

各  位 

会 社 名 マルコ株式会社 

代表者名 代表取締役社長 岩本 眞二 

（コード 9980 東証二部） 

問合せ先 執行役員管理本部長兼経理部長 

巻田 眞一郎 

（TEL 06-6455-1205） 

支配株主等に関する事項について 

 

 当社の親会社である RIZAP グループ株式会社について、支配株主等に関する事項は、  

以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会

社の商号等 

（平成 30年 3月 31日現在） 

名  称 属  性 
議決権所有 

割合（％） 

発行する株券が上場されている 

金融商品取引所等 

RIZAPグループ 

株式会社 
親会社 54.30 

証券会員制法人札幌証券取引所 

アンビシャス 

 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等と

の関係 

  RIZAP グループ株式会社は、当社の議決権の 54.30％を所有しており、当社の親会社

に該当します。 

   同社との人的関係につきましては、同社及び同社のグループ企業から取締役 4 名、

同社のグループ企業より出向者 1名を受け入れております。 

   当社は、同社との協力関係を保ちながら事業展開を行っておりますが、当社の経営

上の重要な意思決定は、取締役会、経営会議等により十分審議の上決定していること

から、一定の独自性は確保されていると認識しております。 

 

 

 

 



 

 

（役員の兼務状況） （平成 30年 3月 31日現在） 

役  職 氏  名 親会社等又はグループ企業での役職 就 任 理 由 

代表取締役

社長 
岩本 眞二 

RIZAPグループ株式会社 取締役 

株式会社エンジェリーベ 代表取締役社

長 

経営者として企業経営・事業戦略に

関する豊富な知識と経験を有して

おり、当社グループの経営判断・意

思決定の過程でその知識と経験に

基づいた助言・提言を頂くため 

取 締 役 加來 武宜 

RIZAPグループ株式会社 取締役 

RIZAP株式会社 取締役 

健康コーポレーション株式会社 取締役 

RIZAP イノベーションズ株式会社 取

締役 

RIZAP ENGLISH 株式会社 取締役 

株式会社ジャパンゲートウェイ 代表取

締役 

株式会社エンパワープレミアム 代表取

締役 

株式会社ぱど 取締役 

戦略コンサルティングファームや

法律事務所での経験、全社的な事業

企画やマーケティングに関する知

識を有しており、これらの知識と経

験を活かしグループ間のノウハウ

の活用やシナジー促進及び専門的

見地からの助言・提言を頂くため 

取 締 役 宇山 敦 
株式会社ジーンズメイト 取締役商品本

部長 

事業・商品戦略に関する豊富な知識

と経験を有しており、グループ間の

シナジー促進のため、その知識と経

験に基づいた助言・提言を頂くため 

 

（役員の受入状況） （平成 30年 3月 31日現在） 

役  職 氏  名 出身の親会社等 就 任 理 由 

取 締 役 上月 浩二 RIZAPグループ株式会社 

企業経営・事業戦略に関する豊富な知識と

経験を有しており、当社グループの経営判

断・意思決定の過程でその知識と経験に基

づいた助言・提言を頂くため 

 

（出向者の受入状況） 

 

 （平成 30年 3月 31日現在） 

部署名 人 数 
出向元の親会社等又は 

そのグループ企業名 
出向者受入れ理由 

販売管理部 1名 株式会社ジーンズメイト 営業面での体制強化のため 

 

 



 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

（自 平成 29年 4月 1日 至 平成 30年 3月 31日） 

種 類 
会 社 等 

の 名 称 

議決権等の

所有(被所

有)割合(％) 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(千円) 
科目 

期末残高 

(千円) 

親会社 
RIZAP グループ 

株 式 会 社 

(被所有) 

直 接 

54.30 

役員の兼任 
子会社株式の

取得(注) 
330,000 － － 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注）子会社株式の取得については、独立第三者の算定した評価額を勘案し決定しており

ます。 

 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策の履行状況 

  当社は、親会社と取引等を行う場合の取引条件については、少数株主の権利を害する

ことがないよう、当社と関連を有しない第三者との取引条件と同等のものとすることを

基本としており、親会社のグループ各社も同様に取扱うこととしております。 

  当社は親会社又は親会社のグループ会社との間で取引が発生する場合には、上記基本

方針に則り、少数株主の権利を不当に害することがないよう努めてまいります。 

 

以上 


